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平成２４年度障害福祉サービス等
報酬改定に係る事業所説明会 資料

【障害児相談支援・特定相談支援】

横浜市こども青少年局 こども福祉保健部 障害児福祉保健課
川崎市市民・こども局こども本部 こども支援部こども福祉課

相模原市健康福祉局 福祉部 障害福祉課
横須賀市 こども育成部 こども青少年企画課

神奈川県保健福祉局福祉･次世代育成部障害サービス課

平成24年４月４日、５日、６日開催
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指定特定相談支援の報酬の考え方
【計画相談支援】
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【１ 本体報酬】

イ サービス利用支援費１，６００単位／月
ロ 継続サービス利用支援費１，３００単位／月

（注１）サービス利用支援費は、指定特定相談支援事業者（法第51条の17第１項第１

号に規定する指定特定相談支援事業者をいう。以下同じ。）が、計画相談支援
対象障害者等（同項に規定する計画相談支援対象障害者等をいう。以下同じ。）
に対して指定サービス利用支援（同号に規定する指定サービス利用支援をいう。
以下同じ。）を行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。

（注２）継続サービス利用支援費は、指定特定相談支援事業者が計画相談支援対象
障害者等に対して指定継続サービス利用支援（法第51条の17第１項第２号に規

定する指定継続サービス利用支援をいう。以下同じ。）を行った場合に、１月に
つき所定単位数を算定する。

（注３）指定特定相談支援事業者が、障害者自立支援法に基づく指定計画相談支援の
事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第28号。以下「指
定基準」という。）第15条第２項第６号（同条第３項第３号において準用する場合
を含む。）、第８号、第９号若しくは第10号から第12号まで（同条第３項第３号に

おいて準用する場合を含む。）又は同条第３項第２号に定める基準を満たさない
で指定計画相談支援を行った場合には、所定単位数を算定しない。

●指定特定相談支援の報酬の考え方（１）●
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（注４）指定特定相談支援事業者が、障害児相談支援対象保護者（児童福祉法（昭和
22年法律第164号）第24条の26第１項に規定する障害児相談支援対象保護者
をいう。以下同じ。）に対 して指定計画相談支援を行った場合には、所定単位数

を算定しない。

（注５）指定特定相談支援事業者が、同一の月において、同一の計画相談支援対象障
害者等に対して指定継続サービス利用支援を行った後に、指定サービス利用支
援を行った場合には、継続サービス利用支援費に係る所定単位数は算定しない。

（注６）相談支援専門員（指定基準第３条に規定する相談支援専門員をいう。以下同
じ。）が、計画相談支援対象障害者等であって、介護保険法（平成９年法律第
123号）第７条第１項に規定する要介護状態区分（以下「要介護状態区分」とい
う。）が要介護１又は要介護２のものに対して、同法第46条第１項に規定する指
定居宅介護支援（以下「指定居宅介護支援」とい う。）と一体的に指定サービス

利用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合に、居宅介護支援費重
複減算（Ⅰ）として、１月につき700単位を所定単位数から減算する。

（注７）相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって、要介護状態区分が
要介護３、要介護４又は要介護５のものに対して、指定居宅介護支援と一体的
に指定サービス利用支援又は指定継続サービス利用支援を行った場合に、居
宅介護支援費重複減算（Ⅱ）とし て、１月につき１，０００単位を所定単位数から

減算する。

●指定特定相談支援の報酬の考え方（２）●
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（注８）相談支援専門員が、計画相談支援対象障害者等であって、かつ、介護保険法
第７条第２項に規定する要支援状態区分が要支援１又は要支援２のものに対し
て、同法第58条第１項に規定する指定介護予防支援と一体的に指定サービス
利用支援又は指定継続サービ ス利用支援を行った場合に、介護予防支援費重
複減算として、１月につき112単位を所定単位数から減算する。

（注９）別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定計画相
談支援を行った場合（注３及び注４に定める場合を除く。）に、特別地域加算とし
て、１回につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算

する。
《厚生労働省告示第１２５号》

●指定特定相談支援の報酬の考え方（３）●
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サービス利用支援費（本体報酬）の取扱い

指定計画相談支援の提供に当たっては、障害者自立支援法に基づく指定計画相談
支援事業及び運営に関する基準（平成24 年厚生労働省令第28 号。以下「計画相談

支援基準」という。）に定める以下の基準のいずれかを満たさない場合には、所定単位
数を算定しないものとする。

① 指定サービス利用支援
（一） サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等

への訪問による利用者及びその家族への面接等（第15 条第２項第６号）
（二） サービス等利用計画案の利用者又はその家族への説説明並びに利用者又

は障害児の保護者の文書による同意（同項第８号及び第11 号）
（三） サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又は障害児の保

護者及び担当者への交付（同項第９号及び第12 号）
（四） サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴

取（同項第10 号）
② 指定継続サービス利用支援

（一） 利用者の居宅等への訪問による利用者又は障害児の保護者への面接等（同
条第３項第２号）

（二） サービス等利用計画の変更についての①の（一）から（四）までに準じた手続
の実施（同条第３項第３号により準用する同条第２項第６号、第10 号から第
12 号まで）

●指定特定相談支援の報酬の考え方（３）●
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継続サービス利用支援費の算定月の取扱い

継続サービス利用支援費については、法第５条第22 項に規定する厚生労働省令で

定める期間ごとに指定継続サービス利用支援を実施する場合に算定するが、対象者
が不在である等により当該期間ごとに設定された指定継続サービス利用支援の実施
予定月の翌月となった場合であって、市町村がやむを得ないと認めるときは、当該翌
月においても継続サービス利用支援費を算定できること。

障害児相談支援対象保護者に指定計画相談支援を行う場合の取扱い

指定特定相談支援事業者が、障害児相談支援対象保護者に対して指定計画相談支
援を行う場合には、児童福祉法（昭和21 年法律第164 号）に基づく障害児相談支援

給付費の報酬が算定されるため、所定単位数を算定しないものとする。

●指定特定相談支援の報酬の考え方（３）●
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同一の月に指定継続サービス利用支援と指定サービス利用支援を行う場合

計画相談支援費については、障害福祉サービス又は地域相談支援の支給決定等の
有効期間の終期月等において、指定継続サービス利用支援を行った結果、支給決定
等の更新等の申請がなされ、同一の月に当該申請に係る指定サービス利用支援を
行った場合には、サービス等利用計画作成の一連の支援であることから、継続サー
ビス利用支援費は算定せず、サービス利用支援費のみ算定するものとする。
なお、障害福祉サービス又は地域相談支援の支給決定等に当たって指定サービス
利用支援を行った後、同一の月に当該給決定等に係るサービスの利用状況を検証
するための指定継続サービス利用支援を行った場合には、サービス利用支援費及び
継続サービス利用支援費の両方を算定できるものとする。

居宅介護支援費重複減算及び介護予防支援費重複減算の取扱い

計画相談支援報酬告示１の注６から８までの居宅介護支援費重複減算及び介護予
防支援費重減算については、一人の相談支援専門員が、介護保険法（平成９年法律
第123 号）の要介護又は要支援の者に対し、同法の指定居宅介護支援又は指定介

護予防支援と一体的に指定計画相談支援を提供する場合に減算するものであること。

特別地域加算の取扱い⇒一般相談支援（地域移行支援）と同じ

●指定特定相談支援の報酬の考え方（３）●








